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勤労者世帯における消費支出の動向

 一家政学を担当する背景情報として一

   1. 世帯主の年齢階級別に関する検討

河野光子・前田 弘ホ

1. はしがき

 日本の経済は. 現在の学生が育った期間に大きな変動を示した. すなわち. 現在の学生は第

2次石油危機不況の頃に生まれ安定成長期に幼児期を過ごし円高不況後のバブル景気に当

たる小学生時代には豊かな生活を経験した. しかしバブル経済崩壊・複合不況の時期は. 人

間形成に大切な中学・高校時代に当たった］:. 誕生した年のわずかな違いによって. 最も影響

を被り易い年代における経済状況が異なる. すなわちt入学年次ごとに異なった経済状態の影

響を受けた学生が入学してくる. 家政学に関する各教科を担当するに当たり担当する側の直

感に頼ることなくこのことをもう一度何らかの統計または指標をもとに十分把握しておけば

教育効果を上げるために役立つと考えられる

 そこで1980年から1997年までの「家計調査年報」から勤労者世帯における1か月平均支

出に関するデータを取り伸し1. 世帯主の年齢階級別. 2. 年間収入5分位階試論3. 地

方別. 4. 世帯の有業人員別の各方向から分析した. そのうちt弘報では1に関する分析を行い

その結果から次のことかわかった:(1)世帯主か各年齢階級の世帯によって各項日に当てられ

た支出は. 91年か92年まで(歴)年に伴ってほぼ直線的に増加した. しかしその後の経年変

化によって項目は3つのグループに分けられる. (2)第1のグループはその後も年に伴ってほ

ぼ直線的に支出が増加した項目で住居・光熱・保健・交通及び教育の5項目に当てられた支

鵡がこのグループに属す. (3)第2のグループはその後支出が減少したグループで. 食料・家

具及び被服に当てられた支出がこのグルーツに属す. (4＞第3のグループはこれらの中間型で

その後も支出はほぼ同じ水準を保った. 消費支出と教養に当てられた支出がこのグループに属

す. (5)すなわち学生が最も身近に感じたであろう被服と食料に当てられた支出に関して. 

バブル経済崩壊の影響を受けて支出がわずかながら減少した傾向が93年以後に関して見られ

た. しかし世帯主の年齢階級によって分けると両者の間にずれが認められ. 今後を含め入学
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してくる学生は入学年次に応じて異なった影響を受けていると考えられる. 

 上記のような現象について学生の成長過程及び各支:出三日に対する印象の深さを考慮に人

れながら考察を加えた. その詳細を報告する. 

2. 材料および方法

 分析に用いた資料は1980年から97年までの各年の家計調査年報::1の中の第6表〈「82年以

後は第7表〉「世帯人員・世帯主の年齢階級別1世帯当たり年平均1か月間の収入と支出(勤

労者世帯)」である. 

 この資料は勤労者世帯における1か月当たりの消費支出・食料・住居・光熱水道(以後

光熱と略す. 以下同様)・家具家事用品(家具)・被服履き物(被服)・保健医療(保健)・

交通通信(交通)・教育及び教養娯楽(教養)の1〔〕項目に当てられた支出よりなりt世帯は世

帯主の年齢により24歳以下(以後24歳と略す)25-29歳(以後25歳と略す. 以下同様)30-34

歳35-39歳4〔〕一44歳45-49歳50-54歳55-59歳60-64歳及び65歳以上の10階級に

分けられている. 

 これらの資料を用い次の分析を行った:(1)各年齢階級が各項日に当てた支出の経年変化に

関する主成分分析(項目別. 支出の分散・共分散行列ベースと相関係数行列ベース)(2)年齢

階級別の主成分分析及び(3＞各項日に当てた年齢階級別の支出の(3・1)暦年に対する単回

帰分析及び(3・2)消費支出に対する単回帰分析

3. 結果および考察

3. 1各年齢階級が各項目に当てた支出の経年変化に関する主成分分析(項目別支出の分散・

  共分散行列ベースと相関係数行列ベース)

 分散・共分散行列をベースとしたときの因子得点の経年変化を図1に相関係数行列をベー

スとしたときのそれを図2に. 第1主成分と第2主成分に関する因子負荷量を図3に示す

3. 1. 1 因子得点の経年変化

3. 1. 1. 1分散・共分散行列をベースとした分析の結果(図1)

 この分析はt同一項目に当てられた支出の経年変化に見られる主な傾向の異なる年齢階級間

の共通性を抽出することを目的とする. 図1に示すように. 第1主成分の因子得点の経年変化

の傾向によって項目は3つのグループに分けられる. 第1のグループは年に伴ってほぼ直線

的に支出か増加した項目で住居・光熱・保健・交通及び教育の5項目の各々に当てられた支
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図1. 各年齢階級が各項目に当てた支出に関する項目別主成分分析で得られた因子得点の経年変化(分
散・共分散行列ベース). 

  注 縦軸は因子得点横軸はデータ番号であるが

    カッコ内の数値は各主成分の寄与率. 

. 最初は198〔｝年に相当する. 
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出がこれに属す. 交通に当てられた支:出を除くと第1主成分の寄与率は0. 8を越え一丁目見

られるように惜報の80％までを扱うとすれば第1主成分だけを考えれば十分である. 寄与率

が0. 9以下である保健と交通に当てられた支出に関して寄与率が高くない原因は24歳以下

の階級に見られる傾向が異なるためであることが図3に示す各変数(年齢階級)に関する因

子負荷景からわかる. すなわち最近の10年間と今後10年間に入学する学生の属すllJ滞に関し

ては先に示した5項目に当てられた支出は世帯主の年齢が異なっても同じように年に従って

直線的に増加したとみなせる. 

 第2のグループは'91年(または'92年)まで支出は年に伴ってほぼ直線的に増加したがそ

の後は減少に転じた項目である. 食料・家具及び被服の3項目かこのグループに属す. これら

がバブル経済崩壊後の複合不況の影響を最もはっきりと受けた項目である. 家具及び被服に当

てられた支掛に関する第1主成分の宥与率はO. 596から0. 754とここで扱った！0項目の中で最

も低い. すなわち. これらの項目に当てられた支出の経年変化の傾向は年齢階級によって多

少異なることが示唆される. これらの項日に当てられた支出に関する第2主成分の寄与率はそ

れぞれO. 150とO. 087であり、第2主成分の因子得点が示すようにいくつかの年齢階級の世帯に

よる支出の減少が著しかったことを意味するtしかし. その年齢階級は項目によって異なる. 

家具に当てられた支出の第2主成分に関する因子得点は91年以後低下する. 

 食料に当てられた支出に関して世帯主か45歳以上の世帯による支出の経年変化は第1主成

分で表されるが世帯主の年齢が40歳より低い階級では年齢が低いほど第2主成分の因子負荷

量が高く91年以後の支出の減少が著しいことが図3からわかる. すなわち今後入学して

くる学生を含め入学年次が遅いほどこの影響を早くから受けその程度も著しい. 栄養関係

の教科を担当する背景情報としてこのことに配慮しなければならない. 

 被服に当てられた支出に関する第2主成分の因子得点は年との間に特に目立った変動を示

さない. しかもこの主成分の寄与率が高いのは世帯主が65歳以上の世帯で。最近の10年間と今

後10年間に入学する学生の属す世帯に関しては世帯主の年齢にかかわらず91年以後被服に

当てられた支出が減少したとみなせる. この減少に転じた年における学生の年齢は入学年次に

よって異なりしたがって同じ現象でも影響は異なる. 現在の学生にとってこれは小学校の低

学年から高校時代のはじめに当たり女子学生の関心が最も深いであろう被服に当てられた支

出に見られることは. 被服関係の教科を担当するに当たり現在の学生は数年前までの学生

一もっと成長した時期にこの影響を受けた学生一と異なる印象を持っている可能性に留意

しなければならない. 

 家具に当てられた支出もバブル経済崩壊の影響の著しい項目であるがこの項目に関して学

生が高い関心を示したかどうか疑問であるのでここでは触れない. 

 第3のグループはこれまでに記した2つのグループの中間型て. 支出が91年まで年に伴っ

一 24
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て増加したが、その後はほぼ同じ水準を保った型で消費支出と教養に当てられた支出がこれ

に属す. 第1主成分の寄与率がいずれも09を越えるのでこの主成分の因子得点が示す変動

以外は考えなくてよい. 寄与率が1に達しない原因は両端の年齢階級である24歳以下または65

歳以上の階級に見られる傾向が異なるためである. 

3. 1. 1. 2相関係数行列をベースとした分析の結果(図2)

 分散・共分散行列をベースとした計算では支出額(平均値)とその変動幅(分散)に関す

る項目間の差が含まれる。しかしこれらの差を含まない分析一二出額の平均を0とし分散

を1とした分析一一二二の方が自身で家計を扱ったことのない学生の三児期から大学入学ま

ての生活の実感に近い可能性がある. そのような情報を引き出すために相関係数行列をベー

スとする分析を行った. 

 図2を図1と比べると. 第1主成分の寄与率がやや低くしたがって第2主成分の寄与率が

やや高いこと以外は計算ベースが違っても結果はほとんど変わらないので記載を省略する. 

3. 1. 2 因子負荷1(図3)

 以上の記載にはt世帯主の年齢階層による変動傾向の違い一二変数の変動傾向に見られる

特徴一は含まれていない. この情報は図3に示す第1主成分と第2主成分に関する因子負

荷量のグラフから抽出できる. 

 このグラフにおける各点は. 原点を中心とし半径を1とする円の周に近いほど図1または

2に示した傾向によって各変数が含む変動の情報がよく表示されたことを意味する. すなわち. 

第2主成分の因子得点が示す傾向の強さは項日と年齢階級によって異なるが第1主成分と第

2主成分の因子得点が示す傾向によって各項1］の値の変動に関する情報の80％以上(分散・

共分散行列をベースとした分析では家具に当てられた支出を相関係数行列をベースとした分

析では家具と教育に当てられた支出を除く)が表示されたことがわかる. 食料または被服に当

てられた支出の変動傾向に関して世帯主の年齢による変動傾向の差が見られた. このことに

関してはすでに記した. 

 また、いずれの項目に当てられた支出に関しても. 両端の年齢階級である24歳以下か65歳以

上の階級のいずれか一方または両方による支出の傾向は第1主成分の因子得点の経年変化が示

す傾向と異なるが. それら以外の年齢階級における傾向はほとんど変わらないとみなせる. 

3. 2 各年齢階級が各項目に当てた支出の経年変化に関する主成分分析(年齢階級別支出の

  分散・共分散行列ベースと相関係数行列ベース)

 一つの家計の中から各項目に分けて支出するので. 同一世帯一本報告に用いたデータでは

28
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   カッコ内の数値は各主成分の寄与率. 

最初は1980年に相当する. 
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同一年齢階級一が各項目に当てた支:出の増減傾向に見られる項隙間の共通性と相違点を引き

出す分析の方が先の分析よりも家計変動の実感をよく反映した結果が得られる可能性が高い. 

この観点から同じ資料を組み替えて各年齢階級に見られる項目別の支出の経年変化に関す

る主成分分析を行った. その結果を図4から図6に示す. 

3. 2. 1. 1分散・共分散行列をベースとした分析の結果(図4)

 分散・共分散行列をベースとした分析(図4)によって次のことがわかった:先の分析では

各項目に当てられた支出は'91年まで年に伴って増加したがその後の変動傾向によって項目

は3つのグループに分けられることがわかった. しかし世帯主の年齢が同じ階級の世帯が各

項目に当てた支出という点で検討すると. 項目全体を通じて見た支出の変動は(歴)年に伴って

ほぼ直線的に増加する傾向として取り上げられ. それらか第1主成分として抽出された. この

結果はすべての年齢階級に共通している. カッコ内に記した寄与率が示すように24歳以下

の階級以外では、この傾向だけで9変数(項目)18データ(年)が示す支出の変動に関する情

報の85％以上を表示できる. 

 『91年から『93年初頂点とし以後減少する傾向が第2主成分として抽出された. これは先の

分析で指摘された食料・家具及び被服に当てられた支出の傾向による. 

 現在の学生の誕生は25歳の階級の最初(30年)幼児期はこの階級と30歳の階級の1から5

番まで小学生時代は35歳の階級の5-10番、中学・高校時代は40歳の階級の10-15番の年で

あるとすれば小学生時代までは各項目とも支出が増加し続けたが. 最も影響を受けやすい中

学・高校時代にはハブル経済崩壊の影響を受けて支出が減少したことが年齢階級別の分析か

らわかった. 

3. 2. 1. 2相関係数行列をベースとした分析の結果(図5)

相関係数行列をベースとした分析の結果(図5)もほとんど同じである. 

3. 2. 2 因子負荷量(図6)

 各年齢階級における項日別支出の経年変化に見られる傾向の項日計の共通性と相違点を引き

出すため. 第1主成分と第2主成分の因子負荷量を図6に示した. この図から次のことがわか

る:

(D因子負荷量を示す図6において各変数の変動傾向を表す点が分散することからわかるよう

 に変動傾向は四日によって異なる. また中心0半径1の円から内側にはずれる点が見

 られ第1主成分と第2主成分の因子得点の経年変化だけでは表示できない変動傾向がい

 くつかの変数に関して残っている. この傾向は24歳以ドの年齢階級といくつかの項目に関
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河野光子・前日＝1弘

 して特に著しい. これらの点は先の分析結果と一致する、

(2)家具に当てられた支出の変動傾向を表す点は各年齢階級の分図においてこの円からはず

 れる. これは図4または図5に示す第1主成分と第2主成分の因子得点の変動だけでは

 表示されない部分が残っていることを意味しこの項目には比較的余裕のあるときに多く

 の支出が振り向けられるためであると考えられる. 

(3)25歳から55歳までの年齢階級における被服に当てられた支出では第2主成分の因子得点

 によって示される変動傾向が強い. すなわち. バブル経済崩壊後に支出が減少した傾向は

 この項目に関して最も著しかった. 現在の学生はこれらの階級の家庭に属し小学校の高

 学年から高校時代のはじめはこの減少か始まった時期に当たる. これは女子学生にとって

 最も関心の深い項目でありしかも最も関心の深い年代に当たる. 被服に関す. る科卜1を担

 当するに当たって学生がこ札らのことの影響を受けていることを十分留意しなければな

 らない. 

(4)25歳から35歳まての年齢階級における食料に当てられた支出では第2主成分の因子イ｛｝点

 によって示される傾向が強い. 現在の学生は中学・高校時代には91年以後の40歳あるい

 は45歳の階級の世帯に属していたとすれば現在の学生に比べて今後入学してくる学生は

 バブル経済崩壊後の食料に当てられた支出減少の影響の受け方は大きいと考えられる. 「食」

 に関する科目を担当するに当たって. 今後はこのことを留意しなければならない. 

(5)25歳以上の年齢階級における光熱・保健・交通に当てられた支:出と25歳から55歳までの

 階級における教育に当てられた支出に関して. 第1主成分の因子負荷量は1に近い. すな

 わち. 公共料金の影響を強く受けるこれらの項目に当てられた支出は年に伴って増加した. 

 60歳と65歳の階級では第1主成分の因子負荷量がやや低い. 

(6)相関係数をベースとした分析でもほとんど同じ結果か得られた. 

3. 3 各項目に当てられた支出の年齢階級別回帰分析

3. 3. 1暦年に対する単回帰分析

 各項日に当てられた支出の歴年(以後年と略す)に伴うほぼ直線的な増加が、先の分析で

抽出された最も明らかな傾向である. しかし当然年齢階級と項目によって増加の程度は異な

るはずであるがそれはこれまでの分析では抽出できなかった. このために各項口に当てられ

た支出の年に対する回帰分析を行いその結果を表1、1に示した. 回帰係数は支出の年間増

加を1、OOO円単位で表す. この表から次の傾向がわかった:

(1)先の分析結果から予測できるようにいくつかの項口において第1主成分の因子負荷量(絶

 対値)が十分に大きくなかった年齢階級を除くと. 支出は年に対して有意とみなせる1次
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 回帰関係にあり各年齢階級が各項日に当てた支出の陽当たりの増加は回帰係数を用いて

 比較できる. 

(2)食料に当てられた支出の増加傾向は階級の年齢が上昇するほど相関係数が1に近づき回

 帰係数が大きい. すなわち35歳の階級における460円/年から45歳の階級における1025

 円/年それ以上の階級では階級の年齢に従って年当たりの増加額はわずかずつ大きくなる. 

(3)住居に当てられた支出の増加傾向はこれと反対で階級の年齢が低いほど相関係数が1に

 近くlnl帰係数が大きい. すなわち24歳の階級における1. 61611］/年から40歳の階級にお

 ける721 Pl/年それ以上の年齢階級における年当たりの増加もほぼ1司じ値を保つ. 

(4)その他の項目における回帰係数は項Elごとに大きな違いを示し一般にいくつかの年齢

 階級を除き. 階級の年齢に伴ってわずかながら大きくなる傾向を示す. 

(5)回帰係数の年齢階級に伴う一般的な増加傾向に比べて次ぎの場合の回帰係数は大きい:40

 -50歳の階級における光熱4〔〕一45歳と60歳以上の階級における家具30-35歳及び60歳

 以上の階級における保健

(6)li)］帰係数の年齢階級に伴う一般的な増加傾向に比べて次ぎの場合の回帰係数は小さい:30

 歳以下の階級における家具25歳以下と50-55歳の階級における被服24歳以卜'と65歳以

 上の階級における交通. 24歳以下と50歳以上の階級における教育45-55歳の階級におけ

 る教養

 先の分析では学生の中学・高校時代に被服に当てられた支出においてバブル経済崩壊後のか

げりの兆候か見られたが学生の成長期に当たる30-45歳の世帯における被服に当てられた支

出のli』帰係数白体は他の年齢階級のそれよりも大きかった、

3. 3. 2 消費支出に対する単回帰分析

 どの世代の19:帯においてどの項目に支出の重点が置かれたかは. 年に対する回帰よりも消

費支出に対する回帰の方が現れやすいと考えられる. 表1. 2に示した消費支出に対する回帰

係数を100倍すれば各項日に当てられた支出の消費支出に対する百分率になるこの表より

次のことがわかる:

(1)ほとんどの年齢階級によって各項目に当てられた支出は消費支出に対して有意とみなせ

 る1次回帰関係にありそれらの回帰係数を用いて消費支出の増加に対して各項目に当て

 た支出の占める割合を比較できる. 

(2)消費支出の増加に伴う食料に当てられた支出の増加(以ドでは各項目に当てられた支:出の

 増加と表現する)は30歳以下の階級では消費支出の増加の5％以下てあるが世帯主の

 年齢階級に伴って比率は上昇し65歳以上の階級では］7％に達した. 

(3)住居に当てられた支出の増加は24歳以下の階級では消費支出の増加の1/3を占めたが
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勤労者殴帯における消費支出の動向

 世帯主の年齢階級に伴ってその比率は減少し40歳以上の階級では10％以下に低下した. 

(4)光熱に当てられた支出の増加は消費支出の増加の3. 5％から5％. 被服に当てられた支出の

 増加の比率は60歳以上の階級ではやや高いかそれら以外のほとんどの年齢階級において

 3-4％で、世帯主の年齢階級の上昇との間に関連を認めにくい. 

(5)消費支出の増加のうちで家具に当てられたのは16％から38％で. この比率は世帯主の年

 齢階級の上昇に従って増加した. 

(6)保健に当てられた支出の増加の占める比率は年齢階級によって異なり24歳以下の階級

 ではほぼ10％であるか50歳の階級における2. 5％まて下がり以後階級の年齢に従ってわ

 ずかながら増加した

(7)交通に当てられた支出の増加は. 24歳以下の階級では消費支出の増加の10％以下であった

 が25歳の階級における23％から45歳におけるi4％まで減少し. 50歳における】6％から65

 歳以上における12％まで減少した. 

(8)教育に当てられた支出増加の占める比率は35-50歳の年齢階級において他の階級の2倍

 を越える9％から17％を占めた. 

(9)教養に当てられた支出の増加の占める比率は9％から19％までで30-35歳の年齢階級に

 おいて特に高かった. 

 ほとんどの項日に当てられた支出は世帯の人数によって異なると考えられるが3. 3. 1と

3. 3. 2に示した分析ではこの問題に触れていない. しかし同一年齢階層における世帯の平均

人数の年による変化は小さくしかも世帯の人数はむしろ年齢階級によって異なる. したがっ

て世帯人数の影響を調べるためには別の資料によらなければならない. 

4. 結 論

 各項目に当てられた支出の経年変化に見られるllヒ帯主の年齢階級または項目閲の共通性と相

違か一連の分析において明らかにされた. 現在の学生にはバブル経済崩壊による小学校高

学年から高校時代のはじめに始まった被服に当てられた支出の減少の印象が強いだろう. 今後

入学してくる学生には. それよりも小学生時代以後続いた食料に当てられた支出の減少の印象

が強いだろう. 家政科に関する各教科を担当するに当たってtこれらのことを留意しておかな

ければならない. 

5. 要 約

 家政学を担当するための背景情報として. 現在の学生が育った期間における学生に影響を及

ぼしそうな経済変動を調べるため1980年から97年までの各年の家計調査年報に記された年齢
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階級別・項目別の支出を用い(1＞各年齢階級が各項Hに当てた支出の経年変化に関する主成

分分析(項H別支出の分散・共分散行列ベースと相関係数行列ベース〉(2)年齢階級別の主

成分分析及び(3)各項目に当てた年齢階級別の支出の(3・1)暦年に対する単回帰分析及び

(3・2＞消費支出に対する単回帰分析を行い. 次の結果が得られた. なお以下の要約は一

部重複するように見受けられるがこれは同一の資料を複数の観点から分析しそれぞれにお

ける結果を記したためである. 

1. 各年齢階級の世帯が各項日に当てた支出の経年変化を項目ことに集めた主成分分析の結果

  から次のことがわかった:tgl年(または'92年)まで年に伴ってほぼ直線的に支出は増加し

  たがその後住居・光熱・保健・交通及び教育に当てられた支出は引き続いて直線的増

  加を続け、食料・家具及び被服に当てられた支出は減少し消費支出と教養に当てられた

  支出はほぼ同じ水準を保った. 

2. 食料に当てられた支出に関して世帯主が45歳以トの世帯による支出は第1主成分の経年

  変化が示す傾向に従って'91年以後減少したが40歳より年齢が低い階級の世帯では年齢

  が低いほど91年以後の支出の減少が著しかった. 今後入学してくる学生を含め、入学年

  次が遅いほどこの影響を早くから受けしかも程度も著しいことは栄養関係の科目を担

  当するに当たり考慮に入れておかなければならない. 

3. ハブル経済崩壊後の不況は学生にとって中学・高校時代に当たり被服に当てられた支出

  の増加にかげりが見えたことは被服関係の教科を担当するに当たり. 現在の学生は数

  年前までの学生と異なった影響を受けている可能性に留意しなければならない. 

4、バブル経済崩壊による支出増加のかげりが被服に当てられた支出に関して大きかったのは、

  世帯主が35歳から55歳の年齢階級の世帯であり現在の学生は中学・高校時代にはこのよ

  うな世帯に属していた考えられるので3に示した傾向は世帯主を年齢別に扱った分析に

  よって裏打ちされた. 

6. バブル経済崩壊によると考えられる支出増加のかげりが大きかった世帯の(世帯主の)年齢

  階級は二日によって異なる. 食料に当てられた支出ではこのような年齢階級は25歳から35

  歳であった. 従って現在の学生に比べて今後入学してくる学生はバブル経済崩壊後の

  食料に当てられた支出増加のかげりの影響の受け方は大きいと考えられる. 「食」に関す

  る科目を担当するに当たってt今後はこのことを留意しなければならない. 

7. 各項日に当てられた支出の年当たりの増加と消費支出の増加に対して各項目に当てられ

  た支出増加の占める比率の世帯主の年齢階級と項目による違いは、表1に示した回帰係数

  からわかる、
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